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「安定的な資産形成を実現するためのお客さまサポートへの取組方針」の取組状況について 

 

 

  呉信用金庫は、お客さまの視点に立って、安定的な資産形成を実現するためのお客さまサポート業務を行うべく、

平成２９年９月２８日に「安定的な資産形成を実現するためのお客さまサポートへの取組方針」を制定しました。 

当金庫では、「安定的な資産形成を実現するためのお客さまサポートへの取組方針」に基づいて、お客様本位の

業務運営への定着に向け半期毎に検証し、年度毎に成果指標（KPI）を公表しています。 

 

【各項目ごとの取組状況を確認する具体的な指標（KPI）選定の考え方】 

項目 アクションプラン 成果指標（ＫＰＩ） 

１．情報提供およびコンサルティングの実践 

 ◆ お客さまの目的に資する資産形成・

資産運用に対して、お客さまにとって最

善の方法を共に考え、お客さまの許容の

範囲内でご提案します。 

①金融商品保有者数 

②NISA 口座、ジュニア NISA、つみたて NISA の契約先数 

◆ 投資知識の向上に資する目的で、お

客さま向けセミナーの開催等により積極

的に情報提供します。 

③顧客向けセミナー（保険・投信等） 

2．多様なニーズにお応えする商品ラインナップの整備 

 ◆ 変化していく社会情勢を踏まえて、お

客さまのライフステージや多様なニーズ

に合致する商品をご提供します。 

④投資信託・保険商品のラインナップの見直し状況 ◆ 多くの投資運用会社等から幅広く商

品情報を収集したうえで、商品特性や透

明性等について十分な検討をおこない

取扱商品を選定します。 

3．お客さま本位の業務運営に向けた態勢整備 

 ◆ 研修を実施し、全役職員が本取組方

針を理解して実践することを定着させま

す。また、市場動向や社会情勢、商品知

識などの専門性を高めて相談業務の能

力向上に取り組みます。  

⑤職員の専門資格（FP）取得状況（取得者数、職員数、割合） 
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